
苫小牧市外国人観光客等受入整備補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 本要綱は、苫小牧市内の観光施設等が訪日外国人観光客を対象として誘客促進や利便

性の向上、サービスの充実を図ることを目的とし、多言語化の整備、更新、機器購入等の環

境整備を行う場合、その経費の一部を補助するために必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象施設） 

第２条 補助金の交付の対象となる施設（以下「補助対象施設」という。）は、市内に所在する

次の各号に掲げるものとする。ただし、国、道、市町村等が設置する公共施設は除くものと

する。 

（１）飲食店 

（２）宿泊施設 

（３）観光施設 

（４）交通施設 

（５）その他市長が特に認める施設 

（対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。 

（１）苫小牧市内に補助対象施設を有している者 

（２）市税その他、市に対する債務の履行を遅滞していない者 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号から第５号に規定する暴力団の構成員でない者 

（４）国、道、他の団体等から本補助金と重複する補助金等の交付を受けていない者 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、新たに環境整備を

行うために要する経費のうち、別表に掲げるものとする。ただし、消費税及び地方消費税は

含まないものとする。 

２ 補助金の交付の対象となる期間は、令和４年４月１日から令和５年２月２８日までとする。 

（補助対象外経費） 

第５条 次に掲げる経費は、補助金の交付対象外とする。 

（１）人件費 

（２）その他訪日外国人観光客を対象とした環境整備と認められない経費 

（補助額） 

第６条 補助金の額は１施設あたり５０，０００円を上限とし、１，０００円未満の端数を切

り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、交付申請書（様式第

１号）に次の各号に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

 （１）誓約書兼同意書（様式第２号） 

（２）事業概要が明記された書類 

 （３）補助対象経費計算書または積算の基礎が明記された書類 



 （５）その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付を申請するにあたって、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等（補助対

象経費に含まれる消費税及び地方消費税額相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）の規定により、仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税率を乗じて得た金

額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して交付申請し

なければならない。 

（補助金の交付の決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、審査及び必要な調査等を行

い、適性と認めたときはその結果を交付・不交付決定通知書（様式第３号）により、申請者

に通知するものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第９条 申請者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交

付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受理した日から 14

日以内に、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はな

かったものとみなす。 

（交付決定額の範囲） 

第１０条 市長は、第７条の交付申請書に基づき補助金の交付決定をしようとするときは、予

算の範囲内で行うものとする。 

（補助事業の変更等） 

第１１条 補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）が次の各号のいず

れかに該当するときは、あらかじめ補助事業変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、

承認を受けなければならない。 

（１）補助事業に要する経費の額又は補助事業の内容を変更（補助対象経費の増減を伴わな

い軽微な変更を除く。）しようとするとき。 

 （２）補助事業の一部若しくは全部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は前項の規定による申請を受理した場合において、その内容を審査し適当と認めると

きは、補助事業変更承認書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の完了後、実績報告書（様式第６号）に次の各号に掲げる

書類を添付し、速やかに市長に提出しなければならない。 

 （１）補助対象経費計算書 

 （２）補助対象経費の領収書の写し 

 （３）補助事業の完了若しくは納品がわかる書類（写真の写し等） 

 （４）その他市長が必要と認める書類 

（補助金交付額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、審査及び必要な調査等を行い、適

正であると認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、交付額確定通知書（様式第７号）

により、補助事業者に通知するものとする。 



（是正のための措置） 

第１４条 市長は第１２条の報告を受けた場合において、その報告に係る補助事業の成果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときには、当該補助事

業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者に対して命ずる事

ができる。 

（補助金の交付時期） 

第１５条 補助金は、第１３条の規定により補助金の額を確定した後に交付するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１６条 補助事業者は、第１３条の規定による通知を受け取り、補助金の交付を受けようと

するときは、交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（決定の取消し） 

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかの事由に該当すると認めたときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４）この要綱に基づく指示に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１８条 前条の規定において、市長は、当該取消しの部分に関し、既に補助金を交付してい

るときは、返還命令書（様式第９号）により期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

なお、補助金の額の確定後、既にその額を超える補助金を交付しているときも、同様とする。 

（違約加算金及び違約延滞金） 

第１９条 補助事業者は、前条の規定により補助金の返還を命ぜられたときは、当該補助金が

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」）

という。）第２条第４項に規定する間接補助金であるとき又はやむを得ない事情があると市長

が認めるときを除き、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、対

象補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除し

た額）につき法第１９条に規定する割合で計算した違約加算金を市に納付しなければならな

い。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかった場合は、や

むを得ない事情があると市長が認めるときを除き、納期日の翌日から納付の日までの日数に

応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額

を控除した額）につき法第１９条に規定する割合で計算した違約延滞金を市に納付しなけれ

ばならない。 

（財産の処分の制限） 

第２０条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で次の各号に掲げ

るものを、市長の承認を受けずに、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助金の交付の目的及び当該財産の耐用

年数を勘案して市長が定める期間を超過した場合は、この限りでない。 

（１）重要な動産で市長が定めるもの 



（２）前号に掲げるものの従物 

（３）機械及び重要な器具で市長が定めるもの 

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付の目的を達成するため特に必要がある

と認めるもの 

（補助金に係る経理） 

第２１条 補助事業者は、補助事業に係る経理についてその収支を明確にした証拠書類を整理

し、かつ、これらの書類を対象事業が完了した日の属する会計年度の翌年度から５年間保存

しなければならない。 

（暴力団等の排除） 

第２２条 市長は、事業者が苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２７年条例第３

３号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第４項に規

定する暴力団関係事業者（以下「暴力団等」という。）に該当するか否かについて、必要に応

じ照会を行うものとする。 

２ 市長は、事業者が暴力団等に該当することが判明したときは、当該暴力団等に補助金を交

付しない旨の決定をするものとする。 

３ 市長は、補助金の交付決定を受けたものが暴力団等に該当すると判明したときは、当該暴

力団等に係る補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付されている補助金の返還を命ず

るものとする。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

補助対象経費の内容 詳細 

情報発信の整備費 Web サイトの多言語ページ作成、多言語併記への変更、多言語

リーフレット等の作成、既存広告物の多言語表記への刷新、そ

の他外国人向け情報発信の整備に必要と認められる整備費 

メニュー等の多言語化、

決済機器の購入費 

メニュー表記の多言語化、宗教や文化による食事等の生活習慣

に配慮したメニュー等へのピクトグラム表記の追加、セルフレ

ジや券売機等の多言語決済機器への変更、その他環境整備に必

要と認められる印刷製本等や機器購入費。ただし、機器設置や

配線に係る工事費、リース・保守等の維持に関する経費は補助

対象としない。 

多言語案内、翻訳用タブ

レット端末の購入 

多言語表示用タブレット端末等の機器購入費及び翻訳用ソフト

ウェア購入費（セキュリティ対策含む）。ただし、通信費等の維

持に関する経費は補助対象としない。 

 


